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第２章 母子保健の現状

１ 母子保健を取り巻く社会環境の変化

（１）少子化・高齢化が進行していく

年齢３区分別の人口構成をみると、０歳から１４歳までの年少人口は漸次減

少し、６５歳以上の老年人口が増加してきている。

本県の平成１２年の年少人口は、昭和４０年と比較すると約１／２弱に減少

している。一方、６５歳以上の老年人口は倍増している。

また、全国と比較してみると、本県の年少人口は、２０．３で全国平均より

５．７ポイント高くなっている。一方、老年人口は全国平均より３．８ポイン

ト低くなっている。

、 （ ） 、 、また 本県の将来の推計人口 平成９年５月推計 においても 年少人口が

減少し、老年人口が確実に増えていくことが予測されている。

また、平成２７年には、老年人口が年少人口を上回る状況となっている。

資料：総務省「国勢調査」

資料：国立社会保障・人口問題研究所（平成９年５月推計）
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（２）出生率・合計特殊出生率が低下してきた

本県の出生率、合計特殊出生率は、常に全国一位で推移しているが、漸次減少傾

向にある。

平成１２年の本県の出生数は、１６，７７３人で出生率が１２．８で全国の９．

５より３．３ポイント高い。

合計特殊出生率も本県１．８２で、全国より０．４６ポイント高くなっている。

資料：沖縄県福祉保健部「衛生統計年報」

注）沖縄県は昭和 年のデータなし。40,45

資料：沖縄県福祉保健部「衛生統計年報」

合計特殊出生率の年次推移（沖縄・全国）

2.88

2.38
1.95 1.87 1.82

2.14 2.13
1.91

1.54 1.42 1.36

2.31

1.75 1.76

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

昭和40 45 50 55 60 平成 2 7 12

沖縄

全国

出生率(人口千対)の年次推移

18.6 17.6

14.0 13.2 12.8
18.6 18.8

17.1
13.6

11.9
10.0 9.6 9.5

21.6 21.622.3

0

5

10

15

20

25

昭和40 45 50 55 60 平成 2 7 12

沖縄

全国



- 11 -

「 」資料：沖縄県福祉保健部 衛生統計年報

沖 縄 県 出 生 数 の 年 次 推 移
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（３）未婚化・晩婚化が進行している

結婚しない男女が増えてきた。

昭和４０年から平成１２年までの未婚率の推移をみると、全国、本県同様に男女

、 、 。とも ２５歳から２９歳 ３０歳から３４歳の未婚率が顕著に高くなってきている

また、全国においては、男女の全ての年齢層において未婚率が年々上昇傾向にあ

る。一方、本県は２０歳から２４歳の男女と、３５歳から３９歳の男が平成７年よ

り低くなっている。

資料：総務省「国勢調査」

資料：沖縄県福祉保健部「衛生統計年報」

未婚率の年次推移（沖縄・全国）
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（４）離婚率が上昇してきた

本県の婚姻率をみると、昭和４５年の８ ９をピ－クに、その後低下しており、平.
成２年の６ ３が最も低くなっている。その後は、平成７年、平成１２年とも０ ３. .
ポイントの上昇がみられる。

一方離婚率は、昭和４０年から常に全国より高い位置で推移している。また、全

国、本県ともに、平成２年以降は、漸次離婚率が上昇傾向にある。

また、平均初婚年齢は、平成２年以降男性が２６歳前後で、女性が２８歳前後と

横ばいで推移しているが、全国的には男女とも平均初婚年齢の上昇が続いている。

資料：沖縄県福祉保健部「衛生統計年報」

注）沖縄県は昭和 年データなし。40

資料：沖縄県福祉保健部「衛生統計年報 、厚生労働省「人口動態統計」」

平均初婚年齢の年次推移（沖縄・全国）
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（５）ひとり親と子どもから成る世帯が増加傾向にある

平成１２年の国勢調査で、沖縄県の総世帯数は、４４万９５世帯で、平成７年よ

り約３万７千世帯が増加している。

一世帯当たりの人員は全国、本県ともに、年々減少しており、平成１２年は、本

県２．９１、全国２．６７となっている。

また、家族類型別割合の推移をみると、昭和４０年以降夫婦のみ世帯と、非親族

世帯及び単独世帯が増えてきている。一方、夫婦と子ども世帯は昭和５５年以降減

少している。

また、ひとり親と子どもから成る世帯は、昭和５０年以降増加傾向にあって、平

成１２年の全国と比較すると、本県は４．９ポイント高くなっている。

また、核家族世帯の推移は、増減の変化がみられるが、全国順位では、１位の埼

玉、２位の奈良県に次いで３番目に高くなっている。

総世帯数と一世帯当たりの人員の年次推移

注）昭和 年データなし。 資料：総務省「国勢調査」40

資料：総務省「国勢調査」
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核家族世帯割合の全国順位

資料：総務省「国勢調査」

（６）働く女性が増えている

平成１２年の本県の１５歳以上人口のうち、女性の労働力人口は２５万５千人、

男性が３７万４千人で、１５歳以上人口に占める割合（労働力率）は、女性４６．

８％、男性７２．８％となっている。

平成７年の調査と比較すると、労働力人口は女性が３万人、男性が２万７千人増

えているが、女性の労働力率が２．６ポイント増加した一方で、男性の労働力率は

０．１ポイントしか増加していない。

、 、 、 、また 女性雇用者数も年々増加していて 平成１２年には １８万８千人となり

昭和４５年の７万５千人から２．５倍増加している。

また、雇用者全体に占める女性雇用者の割合も３割から４割に増加し、雇用の場

への女性の進出はめざましい。

単位：千人労働人口（沖縄・全国）

資料：沖縄県企画開発部「労働力調査報告 、総務省「労働力調査報告」」
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資料：沖縄県企画開発部「労働力調査報告」

（７）児童虐待の相談件数が増えている

児童相談所における児童虐待の相談件数が全国同様に年々増えており、平成１２

年度は平成２年度の１７倍も増加している状況にある。

虐待の種類別でみると、本県は全国に比べ、平成１１年、１２年ともにネグレク

トの相談が多い。

資料：児童相談所事業概要

女性雇用者数と雇用者に占める女性の割合の年次推移（沖縄県）
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虐 待 の 種 類 別 件 数

資料：厚生労働省雇用均等・児童家庭局調べ

（８）未成年者の飲酒および喫煙の習慣

平成１０年度の県民健康・栄養調査の結果、１５歳から１９歳の男女の飲酒状況

についてみると、男女の５人に１人が飲酒している状況となっている。

また、未成年者の喫煙率は、男２８．６％で女の３倍強となっている。

また、児童生徒の喫煙経験率を平成１２年度北部・石川保健所及び平成１１年度

中央保健所調査結果でみると、学年が上がるほど喫煙経験者が増えている。
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資料：平成１２年度北部・石川保健所調査

資料：平成１１年度中央保健所調査
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（９）不登校の児童生徒が増えてきた

小学校および中学校の不登校の児童生徒数は、平成１１年以降は横ばいで推移し

ているものの、平成９年～１０年では、小学校が約２倍、中学校が約１．３倍増加

している。

（１０）周産期医療、小児医療への需要が高い

本県は、全国平均よりも、常に低体重児の出生率が高く、さらに超低出生体

重児割合も高いことから、ハイリスク妊婦や新生児医療の需要に応える施設整

備が必要だが、平成６年度心身障害研究班の報告でみると、狭義のＮＩＣＵの

病床数及び広義のＮＩＣＵの病床数に不足がみられる。

また、平成１２年度の育成医療の給付を受けている者のうち、４．８％は県

外で医療を受けており、その殆どは生後１歳以上の手術である。

ＮＩＣＵの必要数

不 登 校 児 童 生 徒 数 の 年 次 推 移
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狭義の

ＮＩＣＵ

　　　　２０ 　　　　３３ 　　　　４６ 　　　　３０ 　　　　　　　　　１６

広義の

ＮＩＣＵ

　　　１００ 　　　１６７ 　　　２３２ 　　　　７２ 　　　　　　　　１６０

総

ＮＩＣＵ

　　　１２０ 　　　２００ 　　　２７８ 　　　１０２ 　　　　　　　　１７６
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育成医療給付県外からの申請状況

平成１１年 平成１２年

育成医療給付件数 １，２８５人 １，２１８人

育成医療給付件数 県外分 ６６人 ５８人（ ）

（５．１％） （４．８％）

生後１ヵ月未満 ２人 ２人

１ヵ月～３ヵ月未満児 ７人 ７人

３ヵ月～６ヵ月未満児 ８人 ４人

６ヵ月～１歳未満児 ２人 ４人

１歳～５歳 ３１人 １９人

６歳以上 １６人 ２２人

（１１）障害児(者)の在宅ケアを支える福祉制度が十分に認識されていない

「 （ ） 」平成１３年度北部保健所が実施した 障害児 者 及び家族の生活実態調査

結果をみると、在宅での生活を支えるのに必要と思われるホ－ムヘルパ－や生

活用具の給付及び共済制度を知らない人が多い状況となっている。

資料：北部保健所（平成１３年度厚生科学研究）

福祉サービス及び福祉手当について

0 20 40 60 80 100

療育手帳等

生活用具の給付

補装具の交付・修理

短期入所事業

ホームヘルパー

障害児保育

育成医療

特別児童扶養手当

障害児福祉手当

共済制度

医療費の助成

税関係の免除

運賃割引

子育て支援センター

通園事業

訪問看護

訪問指導

歯科治療事業

地域支援事業

人数

知っている

知らない

無回答
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資料：北部保健所（平成１３年度厚生科学研究）

今後利用したいサービスについて（複数回答）

0 5 10 15 20 25 30 35 40

ヘルパー派遣

送迎サービス

グループホーム

学童保育

デイサービス

通園事業

就労相談

生活支援事業

ケアプラン

親の会活動

ボランティアの派遣

歯科に関すること

ガイドヘルパー

特になし

その他

人数




